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近
年
、
大
き
な
被
害
を
も
た
ら
す
風
水
害
な
ど
の
自
然
災
害
が
全
国
各
地
で
頻
繁
に
発
生
し
、
今
後
も
巨
大
地
震
の
発
生
が

予
測
さ
れ
る
な
ど
、
私
た
ち
の
暮
ら
す
日
本
は
多
く
の
自
然
災
害
リ
ス
ク
を
抱
え
る
と
と
も
に
、
地
球
温
暖
化
の
影
響
に
よ
り
、

自
然
災
害
の
頻
発
化
・
激
甚
化
が
進
む
な
ど
、
猛
威
を
振
る
う
自
然
災
害
に
対
す
る
備
え
を
怠
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

ま
た
、
本
年
１
月
に
埼
玉
県
八
潮
市
で
発
生
し
た
下
水
道
管
破
損
が
原
因
と
考
え
ら
れ
る
道
路
陥
没
事
故
や
、
全
国
特
別
重

点
調
査
で
危
険
度
の
高
い
下
水
道
管
路
が
多
数
存
在
す
る
こ
と
が
判
明
す
る
な
ど
、
日
本
経
済
を
支
え
る
屋
台
骨
で
あ
る
イ
ン

フ
ラ
の
老
朽
化
、
劣
化
の
影
響
が
顕
在
化
し
て
き
て
お
り
、
国
民
生
活
を
脅
か
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
国
民
の
生
命
・
財
産
を
守
り
、
国
家
・
社
会
の
重
要
な
機
能
を
維
持
す
る
た
め
に
は
、
防
災
・
減
災
、
国

土
強
靱
化
対
策
と
イ
ン
フ
ラ
老
朽
化
対
策
等
が
特
に
重
要
で
あ
り
、
よ
り
一
層
、
計
画
的
か
つ
強
力
に
推
進
し
て
い
く
必
要
が

あ
り
ま
す
。

建
設
産
業
は
，
国
土
の
守
り
手
と
し
て
大
き
な
役
割
を
担
う
と
と
も
に
，
基
幹
産
業
と
し
て
経
済
・
社
会
の
発
展
を
支
え
て

い
ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
、
建
設
産
業
を
取
り
巻
く
環
境
は
、
昨
年
４
月
か
ら
の
時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
適
用
、
近
年
の
資

材
価
格
の
高
騰
、
賃
上
げ
へ
の
取
組
み
、
建
設
技
能
者
の
高
齢
化
・
担
い
手
不
足
等
へ
の
対
応
な
ど
課
題
が
山
積
し
て
お
り
、

大
変
厳
し
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。
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こ
れ
ら
の
課
題
を
克
服
し
、
若
者
が
希
望
と
誇
り
を
も
っ
て
働
く
こ
と
が
で
き
る
産
業
と
し
て
、
将
来
の
担
い
手
確
保
に
万

全
を
期
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
日
建
連
で
は
、
皆
様
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
い
た
だ
き
な
が
ら
、
完
全
週
休
二
日
の
実
現
、

技
能
者
の
賃
金
改
善
、
建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
の
普
及
促
進
な
ど
、
働
き
方
改
革
と
担
い
手
確
保
に
一
丸
と
な
っ
て

取
り
組
ん
で
い
ま
す
が
、
同
時
に
、
安
定
的
か
つ
持
続
的
な
公
共
事
業
予
算
が
確
保
さ
れ
、
将
来
の
見
通
し
を
持
つ
こ
と
が
必

要
で
す
。

建
設
業
界
で
は
、
生
産
性
の
向
上
に
も
努
め
、
従
前
よ
り
十
分
な
施
工
余
力
を
有
し
て
お
り
、
日
建
連
と
し
て
も
、
会
員
企

業
を
挙
げ
て
、
公
共
工
事
の
迅
速
か
つ
円
滑
な
施
工
に
万
全
を
期
す
所
存
で
あ
り
ま
す
。
む
し
ろ
、
資
材
価
格
の
高
騰
等
に
よ

り
、
事
業
量
が
目
減
り
し
、
受
注
機
会
に
恵
ま
れ
な
い
企
業
が
増
え
、
建
設
産
業
が
維
持
で
き
な
く
な
る
こ
と
や
社
会
資
本
整

備
が
遅
れ
る
こ
と
を
危
惧
し
て
お
り
ま
す
。

こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
左
記
の
点
に
つ
い
て
要
望
い
た
し
ま
す
。

特
段
の
ご
理
解
と
ご
高
配
を
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。
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記

一
、
社
会
資
本
の
着
実
な
整
備
に
向
け
た
必
要
な
事
業
量
を
確
保
す
る
た
め
、
近
年
の
資
材
価
格
の
高
騰
、
労
務
費
の
上
昇
等

も
踏
ま
え
、
必
要
か
つ
十
分
な
公
共
事
業
費
を
安
定
的
・
持
続
的
に
確
保
す
る
こ
と
。

・
持
続
的
な
経
済
成
長
の
実
現
等
の
た
め
、
必
要
な
事
業
を
着
実
に
進
め
ら
れ
る
よ
う
、
資
材
価
格
の
高
騰
、
労
務
費

の
上
昇
等
が
適
切
に
反
映
さ
れ
た
必
要
か
つ
十
分
な
公
共
事
業
関
係
予
算
の
確
保
、
と
り
わ
け
、
当
初
予
算
で
の
公

共
事
業
関
係
費
を
拡
大
す
る
こ
と
。

・
公
共
事
業
の
前
倒
し
執
行
に
加
え
、
近
年
の
資
材
価
格
の
高
騰
等
に
よ
り
、
年
度
後
半
に
は
事
業
量
確
保
、
事
業
の

着
実
な
進
捗
へ
の
懸
念
が
生
じ
る
こ
と
か
ら
、
景
気
を
下
支
え
す
る
大
型
の
令
和
７
年
度
補
正
予
算
を
早
期
に
編
成

す
る
こ
と
。

二
、「
第
１
次
国
土
強
靱
化
実
施
中
期
計
画
」
に
基
づ
く
事
業
を
着
実
に
推
進
す
る
と
と
も
に
そ
の
加
速
化
を
図
る
た
め
、
近
年

の
資
材
価
格
・
人
件
費
高
騰
等
の
影
響
も
踏
ま
え
、
従
来
の
国
土
強
靱
化
の
予
算
額
を
大
幅
に
上
回
る
令
和
７
年
度
補
正
予

算
を
早
期
に
編
成
す
る
こ
と
。

3



三
、
担
い
手
の
確
保
・
育
成
に
よ
る
持
続
可
能
な
建
設
業
の
実
現
に
向
け
た
取
組
み
を
計
画
的
か
つ
強
力
に
推
進
す
る
こ
と
。

・
建
設
技
能
者
の
賃
金
に
つ
い
て
、
必
要
と
さ
れ
る
技
能
や
厳
し
い
労
働
環
境
に
相
応
し
い
賃
金
に
引
き
上
げ
る
こ
と

が
不
可
欠
で
あ
り
、
公
共
工
事
設
計
労
務
単
価
の
大
幅
な
引
き
上
げ
を
行
う
こ
と
。

併
せ
て
、
日
建
連
が
本
年
７
月
に
公
表
し
た
「
建
設
業
の
長
期
ビ
ジ
ョ
ン2.

0

」
に
お
い
て
打
ち
出
し
た
、
今
後
１

０
年
で
の
技
能
労
働
者
の
「
所
得
倍
増
」
の
実
現
（
年
平
均
７
％
以
上
の
持
続
的
な
賃
上
げ
）
に
向
け
、
公
共
工
事

設
計
労
務
単
価
に
つ
い
て
、
実
態
調
査
の
結
果
を
反
映
さ
せ
る
現
行
方
式
を
改
め
、
政
策
的
に
引
き
上
げ
て
い
く
方

式
へ
の
転
換
に
向
け
た
検
討
を
行
う
こ
と
。

・
請
負
契
約
の
透
明
化
を
図
り
、
建
設
技
能
者
の
処
遇
改
善
と
価
格
高
騰
時
の
労
務
費
へ
の
し
わ
寄
せ
を
防
止
す
る
た

め
、
改
正
建
設
業
法
等
の
適
切
な
施
行
を
行
う
こ
と
。

・
外
国
人
技
能
者
・
技
術
者
に
つ
い
て
も
日
本
人
と
同
様
に
重
要
な
担
い
手
と
捉
え
、
育
成
就
労
制
度
等
を
有
効
に
活

用
す
る
と
と
も
に
、
改
め
て
、
外
国
人
か
ら
選
ば
れ
、
定
着
す
る
職
場
を
目
指
す
べ
く
、
就
労
環
境
整
備
に
対
す
る

一
層
の
支
援
策
を
講
じ
る
こ
と
。
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四
、
生
産
性
向
上
に
資
す
る
強
靱
な
幹
線
道
路
網
を
構
築
す
る
こ
と
。

・
高
速
道
路
の
ミ
ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク
を
解
消
す
る
こ
と
。

・
安
定
的
な
財
源
を
確
保
し
つ
つ
、
高
速
道
路
の
更
新
機
能
強
化
を
図
る
こ
と
。

五
、
建
設
現
場
を
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
化
し
て
省
人
化
を
図
る
「i-

Con
str

uct
ion

2.
0

」
を
中
核
と
し
た
イ
ン
フ
ラ
分
野
の
デ

ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
（DX

）
の
取
組
み
を
推
進
す
る
た
め
、
建
設
現
場
に
お
い
て
省
人
化
に
資
す
る
新
技

術
を
開
発
・
実
装
す
る
た
め
の
十
分
な
予
算
を
確
保
す
る
こ
と
。

六
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
必
要
な
知
識
や
技
術
を
有
す
る
職
員
の
確
保
・
育
成
を
含
む
体
制
の
充
実
・
強
化
を
図

る
こ
と
。

以
上
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2021 2022 2023 2024 2025 ○建築関係では、躯体、仕上げ、設備等幅広い分野で納期遅延が発生しています。

○資材等の納期遅延は、工期への影響のほか、一旦代替品で仮引き渡しをした後、本来
の資材の調達後に再度工事を行い完成させることによる代替品調達や追加工事の費用
増も惹起しています。

○特に、一部の建築設備工事については、工事の集中により職人さんの手配がタイトに
なっており、資材調達の問題と相俟って、工期への影響が出ています。

○需要が大幅に増加する中、原材料の軽量骨材供給量が不足。これを受け、東京地区生コン
協組は、出荷制限を実施しました。重量軽減が必要となる高層建築工事等の一部で供給
が追い付かず、工程遅延が生じています。（（一財）経済調査会）

当会会員が納入遅れありと認識している資材・設備

・ BCP（鉄骨用コラム）
・ トラス筋付デッキ型枠
・ コンクリート膨張材
○超高強度コンクリート用
セメント

○軽量コンクリート用
人工軽量骨材

・既製コンクリート杭

・ 木製建具・木質系床　　　　　　　　　
・ アスファルト防水
・ フッ素樹脂焼付塗装鋼板
・ 金属断熱サンドイッチパネル（物流倉庫・生産施設）
・ 自動開閉装置
・ 断熱発泡ウレタン・パネル　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・ ガラス
○ 長尺塩ビシート
・ 耐火クロスを用いた防火・防炎シャッター、スクリーン等
・ OAフロア（コンクリート製）

躯 体 仕 上

設 備

〈〈〈 

〈〈〈 半導体不足・樹脂原料不足・アイアンショック等

〈〈〈 ウッドショック
〈〈〈 工場設備損傷

〈〈〈 中国のロックダウン

〈〈〈 現地工場作業員不足（新型コロナ）

〈〈〈 半導体需要の高まり、環境対策等によるフッ素樹脂原料不足

〈〈〈 HFO発泡剤メーカーのハリケーン被災
〈〈〈 一部のメーカーの工場火災

〈〈〈 ロシア産耐火クロスの調達難

アイアンショック他

電気設備
○受変電設備
○高圧ケーブル
○低圧ケーブル
・照明機器
・電話
○発電機
○盤類

・自動火災報知設備
○ UPS（無停電電源装置）
・弱電設備
○インバーター盤
○中央監視設備
・樹脂系コネクタ

空調設備
○冷凍機
・ チラー（冷却水循環装置）
・ PAC（パッケージエアコン）　
○自動制御盤　 ○ 送風機

衛生設備
・ シャワートイレ
○厨房設備
○コンプレッサー
・ スプリンクラーヘッド

・ 給湯器
○冷凍冷蔵設備

昇降機設備
○乗用エレベーター  ○ 荷物用エレベーター  ・ 機械式駐車場（タワーパーキング）

○空調機
○ポンプ
○ボイラー
・ エアコン

注）図中、赤文字は過去に受注停止等が発生したもの。○は現在もひっ迫が続いているもの。・は現在はひっ迫が収束したもの。

注1)「労務費」は、建設工事現場で働く技能労働者の賃金等の原資です。したがって、元請の現場監督や
　　 本社社員の賃金などは含まれません。
注2）特注品の設備機器が多く採用されていたり、設備協力会社の繁忙度により労務費や経費等が大幅
　　 に高騰している案件については、別紙『設備工事費上昇の現状について』で個別に御説明します。

参考：主要民間団体の長宛　国土交通省通知「建設資機材の需給の状況を踏まえた適切な対応について」（令和6年11月1日付け国不建第108号、国官参建第39号）

建設資材物価は、２０２１年１月と比較して37％上昇しています。（（一財）建設物価調査会の推計）

材料費割合を50～60％と仮定すると、
この56か月で、資材等高騰の影響により全建設コスト（平均）は､19～22％上昇

建設資材高騰・労務費の上昇等の現状（2025年10月版）

2025.10

材料費割合を５０～６０％、労務費率３０％と仮定すると、
この56か月で、建設資材の高騰・労務費の上昇の影響により、
仮設費・経費などを含めた全建設コスト（平均）は、25～29%上昇※

（土木分野27～31％上昇、建築分野25～29％上昇）
※例えば100億円の建設工事では、労務費+原材料費80～90億円が105～119億円に上昇。
ほとんどの工事について、2021年1月当時の契約金額相当額を、「労務費+原材料費」のみ
で上回る状況となっています。   前月の全建設コスト（平均）は、25～29%上昇でした。

資材価格高騰とは別に、設備関連や一部建設資材において、
納期遅延が発生し、工期への影響が出ています。

世界的な原材料及び原油等エネルギーの品不足や価格高騰・円安
の影響を受けて、建設工事の資材価格なども高騰しています。
※個々の資材の値上がり状況については別紙をご覧ください

建設物価調査会総合研究所　資料（10月1日付け）より作成

148.3148.3

政府の賃上げの方針や労務単価の引き上げなどを受けて、
建設現場で働く建設技能労働者の賃金も上昇しています。
○建設技能者の賃金相当として積算される「公共工事設計労務単価（全国の労働市場の実勢価格を基
に毎年政府において決定）」は2021年に比べ、22.9%引上げられています。（図1参照）
○国土交通大臣と日建連を含む建設関係4団体（元請会社の団体・下請会社の団体）は、2021年
から毎年行っている賃金上昇の申し合わせにおいて、技能者の賃上げについて2025年は、
おおむね6％の上昇を目標とすることとされ、当会は、国土交通省から、その実現に向けた御指導
をいただいています（国土交通省不動産・建設経済局建設業課長通知（2025.2.18））。
注）申し合わせは、技能労働者の賃金計算の基準(日給等)につき行われています。

図1 公共工事設計労務単価（平均）の引上率

2022.3～ 2023.3～ 2024.3～ 2025.3～2021.3～

20

15

10

5

0

おおむね6%

49か月で

22.9%
上昇

　    は申し合わせの目標値

建設全体（平均） 資材価格37%up

資材
価格

資材
価格

労務費割合を30％と
仮定すると、
この49か月で、
労務費上昇の影響により
全建設コストは、
6.9％上昇
(2024年は37か月で
4.8%上昇)1.2%up

2%up
3%up

5%up

5%を十分に
上回る

2.5%up
5.2%up

5.9%up

6.0%up

104.4 104.4 105.6 105.6 

7



公共工事設計労務単価について I 
〇建設業は、 他産業より賃金が低く、就労時間も長い ー担い手の確保が困難

賃金*1 労働時間 *2 建設業就業者*3 全就労者に
占めるシェア

建設業※

全産業

417万円／年
(.a. 1 5.6%) 

494万円／年
※賃金は「生産労働者Iの値

2,022時間／年
(+ 3.5%) 

1,954時間／年

685万人

10% 

H9 

出典： *1厚生労慟省「賃金構造基本統計調査J(令和4年） *2厚生労働省「毎月勤労統計調査」（令和4年度） *3認務省「労慟力調査」を室に国土交通省算出
出所：国土交通省「建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律（概要）」から抜粋

479万人：

7% 

R4 

30,000 13年連続上昇しているものの、担い手

公共工事設計労務単価の推移

25,000
21年前（平成10年）の

1万9千円台に戻る

確保のため更なる上昇が必要

建設投資減少に伴う労働
20,000 19,12119,1, 冦_ ,584 、需給緩和により下降 単価算出手法大幅変更

-----------17,70418,07818,63

16,2635,871, 

15,000 ■ ■ ■ ■ ■

10,000

5,000

（必要な法定福利費相当額の反映） 16,19016,678 
5,394 14,754 ,A 5, 175 

• - 14,1珀3,87013,723'3, S7?J3,3s113,34413,1 s413,0413,072

23,600

名令 忍忍忍忍
へ

翌忍忍忍誘忍忍終忍,$(� 衣ぐ
｀

泰必
令 令 令 令 令令魯念ゥ令 ふ魯ゞ

虐ぷ へへ へt ヘウ ヘら へb へへ へも へ9 令 令 や や � 'l,, へ心え八r
'?

,$( 衣 名 衣 衣 衣
終終忍終終忍余や 終忍辱尋誘終終終忍

b

忍魯終余令忍
へ

尻令
t

ぷ忍虐笈 i

注 1) 金額は担室平均値にて表示．平成31年までは平成25年度の樗本数をもと1:: ラスパイレス式で冥出し、令和2年以降は令和2年度の標本数をもとにラスパイレス式で冥出したa

注2)平成18年度以前ば交通函導警傭員がA·Bに分かれていないために交通ほ導詈備員A·Bを足した人数で狐室平均した。
注3) 伸び率は単純平均値より冥出した 。

出所：国土交通省「令和7年3月から適用する公共工事設計労務単価について」のデータに基づき日建連作成
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